
１）　文献の調査・収集の基準と方法
文献の調査・収集は、本調査を実施した1989年5月の時点で筑波大学大学院博士課程に在

籍した木村勝彦氏と木村健一郎氏を中心に、同じく当時筑波大学人間学類4年の福原さゆり
さん、神山知子さん、静岡大学教育学部3年の岩井明美さんの協力を得て、次のような手順
で進めた。
①『教育図書総目録』（教育図書総目録刊行会）より調査雑誌の基本リストを作成。
②加えて、新たに出版されたもの等、必要と思われる教育関係の雑誌をリストに付加。
③調査対象雑誌の期間・・1985年1月号～1989年3月号
④調査方法・・該当期間の雑誌の目次により、次2点を基準に検索
　（a）表題の中に「生活科」の文字が入っていること
　（b）著者が特定できること。
⑤�雑誌は筑波大学中央図書館と同教育学系図書室ならびに国立教育研究所と都立教育研究

所に所蔵されているものを使用。
なお、当初は教育関係という概念をかなり広くとり、各種総合月刊雑誌、主要週刊誌、

教育学・心理学関係を中心とする学術学会発行の雑誌、教育関係新聞、朝日・毎日・読売
新聞等も視野に入れ調査した。しかし、報道記事や学習指導要領改訂全体に閲する論評等
は数多く見られたが、上記の④の基準に適う論文はほとんど見られなかった。そのため、
調査途中から検索雑誌リストを修正し、資料編の「凡例」に記した文献に限定した。
　また、調査期間を1985年1月号から1989年3月号とした理由は次のとおりである。
　「生活科」はその名称が、仮称としてではあるが初めて正式に登場したのは、1986年7月
29日に出された「小学校低学年の教育に関する調査研究協力者会議、審議のまとめ」であっ
た。但し、低学年社会と理科の統合・改廃に関する論議は現行の小学校学習指導要領改訂
時からあり、また臨時教育審議会においても種々論議されていた。そのため、上記の「審
議のまとめ」に先立って「生活科」という言葉が使われていないかどうかを確かめる意味
もあって、約１年間の余裕を見て、スタートを1985年1月とした。
　他方、平成元年度の『小学校学習指導要領』が公布されたのが3月であるため、一応、「生
活科」誕生までの論考という意味で、1989年3月で終わることとした。

２）　分析の観点
以上の手順で得た生活科に関する雑誌文献を舞台とする4年間の論議の分析を次の4組の

観点から進めた。
（1）全体の量的な傾向

対象とする生活科に関する論考は全部で649点。形式的には10数ページの論文から400字
に満たないものや座談会・シンポジウムの記録まで含まれていた。内容も生活科を推進、
歓迎するものから絶対反対まで多種多様であった。そのため、649の論考を、①掲載雑誌、
②発行年月、③作者の属性等で量的に分頬することから、生活科論の全体としての傾向を
把握した。

（2）教科の立場からの論点
生活科は社会科と理科が合わさったのではなく新たな原理に基づく教科であるとされる。

だが、統合か廃止かは別として、生活科が小学校1年時と2年時の社会科と理科に代わって
設置される教科であるという事実は否定できない。3分の1が改変される小学校の社会科と
理科という教科にとって、生活科の存在は極めて切実な問題となる。他方、現場の教師が
生活科に関して最も知りたいことは従来の社会科や理科とどのように異なるのか、という点。
実際に授業を構想する上で、先ず手がかりとなるのが社会科や理科との比較であろう。

＜再録＞
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資料編「生活科」に関する文献目録

編集　　　馬居政幸（静岡大学助教綬）　　木村勝彦（筑波大学大学院博士課程在学）
　　　　　木村健一郎（筑波大学大学院博士課程在学）　※所属は1989年当時

（１）　著書
〈凡例〉　１）　直接「生活科」に関連して著された本に限定した。
　　　　２）　発行年代順に配列した。（1989年5月まで）
・益�地勝志・山の口小学校共著『小学校低学年授業の新構想―生活科への移行をめざして―』

（初教出版、1986年10月）
・新潟県上越市立大手町小学校『雪の町からこんにちは』（日本教育新聞社、1987年1月）
・新福裕子編著『小学校「生活科」の構想と実践―自己生活力の育成をめざして』（明治図書、

1987年3月）
・新潟県上越市立大手町小学校『生活するカを育てる教育―続・雪の町からこんにちは【教

師編】』（日本教育新聞社、1987年4月）
・東京民研編『臨教審「生活科」をのりこえる授業』（あゆみ出版、1987年5月）

　そこで、生活科論の内容分析を、「生活科とは何か」という一般的論議ではなく、社会科
と理科それぞれが「生活科をどのように捉えたか」という観点から始めた。そしてその上で、
教科を合わせる立場（合科）や教科とは異なる立場（統合や総合）からの生活科論に注目
した。

（3）生活科を実施・推進する立場からの論点
　生活科の全面実施まで3年ある時点での調査であったが、準備を進めている学校も少なく
なく、論から実践の段階に移りつつある学校もあった。だが、その数は全国24982の小学校
の何パーセントに当たるか。全国の大多数の先生方にとって生活科は未だ雲をつかむよう
な話しといっては言い過ぎであろうか。
　当時、文部省は、現行の小学校学習指導要領においても生活科への芽が既にあり、それ
が低学年における内容の取り扱いとして記された合科指導であるとした。だが合科指導を
日常的に実施している小学校は少ない。他方、生活科は全国の小学校で必ず実施しなけれ
ばならない教科であった。このことは、組織的な戦略・戦術の問題や各種条件整備等、教
育論上の問題以外の課題も含めて生活科論を検討する必要があることを示唆していた。そ
の意味で国・県・市町村の教育行政、学校、教師……と、それぞれの立場においてどのよ
うな課題や方法が提示されているか。この点に焦点を合わせながら生活科自体の課題につ
いての考察も視野においた。

（4）私の個人的な生活科論によるバイアス
　上記（1）～（3）の視点からの分析の前提に次のような私自身の生活科に対する評価がある
ことを明記しなければならない。
　①�生活科は社会科と理科に代わるものではなく、社会科本来のあり方が問われているも

のとして考える。
　②その意味で、生活科を学校教育の改革の入口と考える。
　③従って、生活科を積極的に進める立場から分析する。
　④�但し、それは賛否いずれにせよ現行の論議をそのまま認めるわけではなく、生活科を

実地する上での課題を探る立場から論じる。
　⑤私自身の生活科論は本稿の末尾に明記する。
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・平田嘉三ほか『生活科教育を考える』（三晃書房、1987年7月）
・笠原始『子どもが力を発揮できる生活科の構想』（初教出版、1987年10月）
・益地勝志『生活科単元構成と展開の工夫―個性を生かし生活を豊かにする問題解決の進

め方―』（初教出版、1987年11月）
・大野連太郎・加藤幸次他監修、清水照行編箸『生活科をどうとらえるか』（中教出版、

1987年11月）
・奥井智久他編『新時代の小学校低学年教育―生活科への実践的アプローチ』（みずうみ書

房、1987年12月）
・武村重和・梶田叡一他『新教科「生活科」構想と具体化―子どもの生活に根ざした授業

づくり』（啓林館、1988年1月）
・小佐野正樹『生活科批判と理科教育の課題』（あずみの書房、1988年1月）
・梶田叡一編/大阪教育大学教育学部附属池田小学校『生活科の構想と実践』（第一法規、

1988年2月）
・お茶の水女子大学附属小学校児童教育研究会『低学年教育を創る―個がかがやく創造活

動―』（東洋館、1988年2月）
・奥田真丈・牧田章編著『自立していく子どもたち―望ましい自己認識を育てる「私の手紙」―』

（ぎょうせい、1988年3月）
・歓喜隆司・木下百合子編『生活斜の構築』（東信堂、1988年3月）
・大野連太郎・加藤幸次他監修、清水照行編著『生活科の学習方法』（中教出版、1988年4月）
・日本生活学会編『私たちは「生活』をどうとらえて次の世代に伝えたいか』（群羊社、

1988年6月）
・福岡教育大学教育学部附属福岡小学校『感動体験を中核とした「生活科」の授業づくり』（明

治図書、1988年6月）
・益地勝志編『「生活科」単元づくりの工夫』（大日本図書、1988年6月）
・今谷順重『新しい問題解決学習の提唱―アメリカ社会科から学ぶ「生活科」と「社会科」

への新観点―』（ぎょうせい、1988年6月）
・大野連太郎・吉田貞介監修、清水照行編箸『生活科の指導計画』（中教出版、1988年7月）
・長谷川純三『低学年理科の歴史と「生活科」の展望』（あずみの書房、1988年8月）
・渋谷憲一・新潟県上越市立高田西小学校『教育の生活化を図る―生活科の実践と指導計

画の編成の工夫』（東洋館、1988年11月）
・奥井智久他編著『新時代の小学校低学年教育―生活科への実践的アプローチ―』（みずう

み書房、1988年12月）
・高浦勝義『生活科の考え方進め方』（梁明書房、1989年1月）
・今谷順重『生活科の授業を創造する』（ミネルヴァ書房、1989年4月）
・栗田敦子・津幡道夫・畑中喜秋編著『イラスト生活科　1年』（東洋館、1989年4月）
・栗田敦子・津幡道夫・畑中喜秋編著『イラスト生活科　２年』（東洋館、1989年4月）
・益地勝志編著『「生活科」授業のすすめ方―移行から授業実施に向けて―』（大日本図書、

1989年5月）
・佐島群巳・鈴木喜次・武村重和監修『すぐ役立つ　たのしい生活科の授業』（中央出版、
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1989年5月）
・梶田叡一・加議明編『生活科授業の設計と展開』（国土社、1989年5月）

（２）　論文
〈凡例〉
１）論文掲載雑誌の期間は1985年1月号～1989年3月号である。
２）論文掲載の順番は、①「掲載雑誌の発行年月（西暦）」（同月に臨時増刊のある場合は

増刊号を後にした）。②「雑誌名・五十音順」、④「著者名・五十音順」の順とした。
３）掲載雑誌において生活科に関する特集が組まれている場合は、その特集名を論文の冒

頭に記した。
４）論文名は、原則として、掲載雑誌の目次に記されたものを用いた。副題を記入してい

ない場合もある。
５）論文の検索は、原則として、次に示す雑誌の目次において、①表題の中に「生活科」の

文字が入っていること、②著者が特定できること、という2点を基準として行った。そ
のため、実質的に生活科のことを論じていても論文名に生活科と記されていないため
取り上げなかった場合もある。

６）検索雑誌名・五十音順〈（　）内は出版社・編集機関〉
　　『科教協ニュース』（新生出版）『学習指導研究（研修）』（教育開発研究所）『学校運営

研究』（明治図書）『学校教育』（広島大学附属小学校学校教育研究会）『家庭科教育』（家
政教育社）『考える子ども』（初志の会）『季刊教育法』（エイデル出版）『教育』（国土社）

『教育学研究』（日本教育学会）『教育研究』（初等教育研究会）『教育じほう』（都立教
育研究所）『教育展望』（教育調査研究所）『教育方法学研究』（日本教育方法学会）『教
職研修』（教育開発研究所）『月刊教育ジャーナル』（学習研究社）『現代教育科学』（明
治図書）『児童心理』（金子書房）『社会科教育』（明治図書）『授業研究』（明治図書）『小
一教育技術』（小学館）『小学校教育』（教育開発研究所）『小学校時報』（全教図）『初
等教育資料』（東洋館出版）『初等理科教育』（初数出版）『生活教育』（民衆社）『総合
教育技術』（小学館）『Part　H』（連続セミナー授業を創る）『理科教育』（明治図書）『理
科教室』（国土社）『理科の教育』（東洋館出版社）『歴史地理教育』（歴史教育者協議会）
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